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日本発達障害ネットワーク
（通称 ： JDDネット ： Japan Developmental  Disorders  network ）

１ 設立

2004年の発達障害者支援法成立時に発足

2010年に一般社団法人化

２ 目的、活動

発達障害のある人およびその家族の暮らしやすい社会の実現のために、以下の活動を行っている

・発達障害に関する社会、支援者等の理解向上に関する活動（年次大会、研修会等の実施）

・発達障害者のニーズに沿った制度・施策等の実現に向けた活動（立法、行政等へ政策提言・検討会への参加）

３ 会員

・正会員団体（２１） ： 当事者・家族団体（５）、職能団体・学会・研究会（16）

・都道府県ネットワーク（８）

・企業サポート会員（５）

・エリア会員（２４） ：北海道・東北（６）、関東（１１）、甲信越・東海（３）、近畿（２）、中国・四国（２）

４ 法人代表

理事長 内山登紀夫
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）
１．持続可能な制度としていくための課題及び対処方策の関係

〇真に必要とされるサービスの提供と制度の持続可能性の両立の観点から、強度行動障害児者など重度の障害者への支援の重点化、専門的支援

の拡充などメリハリを付ける。

２．人材の確保・育成・専門性向上に向けた課題及び対処方策の関係

〇相談支援専門員の資格要件は、社会福祉士・精神保健福祉士等とし、研修時間・内容を充実させ研修結果の評価を導入する。

３．令和６・８年度報酬改定後の対応状況の関係

〇物価高騰に直面する障害者施設の負担軽減を目的として、地方自治体においては、「障害者施設等物価高騰緊急対策事業」等の名目で支援金（補助金）が支給されている。

厳しい財政状況を強いられている地方自治体にとっては支給されることが危ぶまれ、全国どこにおいても公平なサービスを障害者が利用ができる観点から、国の関与が必要と考える。

４．各地域において、過不足のないサービス提供体制の確保の関係

〇都道府県や市町村の協議会の中には、発達障害支援部会を設置する自治体も多くなっている。各地域において、発達障害者への過不足のないサービス提供体制の確保の

ためには、自治体の協議会の中での障害福祉計画の作成の実効性をパワーアップしていく。

５．質の高いサービスを提供の課題及び対処方策・評価方法の関係

〇処遇改善加算の拡充として、障害福祉サービスの外部評価(評価及びフォロー）を導入する。

〇発達障害者支援センターに、発達障害者に係る専門職（社会福祉士・精神保健福祉士・公認心理師・作業療法士・言語聴覚士等）を配置し、地域の中核的機能を担保していく。

〇自立訓練（生活訓練）の「福祉専門職員配置等加算」における算定可能対象職種、「個別計画訓練支援加算(Ⅰ)、(Ⅱ)」の算定要件である有資格者配置、および「個別訓練実

施計画」の原案作成者となる対象職種への作業療法士の職名を追加。

〇就労移行支援、就労継続支援A型・B型、就労選択支援の福祉専門職員等配置加算に言語聴覚士を追加。

６．重度化・高齢化への対応、他制度との連携強化等の対応の関係

〇日本発達障害ネットワークは、発達障害者支援法改正の検討の中で、高齢化への対応や強度行動障害への対応を法に規定することを考えている。高齢化や

強度行動障害など重度化した発達障害者の地域生活を考える場合、住宅部局と連携して、感覚過敏な人の住環境の整備等が必要である。また、ライフステージを通した切れ

目のない医療・保健・教育・労働・司法など関連部局等との一層の連携が重要である。
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点１ 持続可能な制度としていくための課題、対処方策

○障害福祉サービス等の総費用額が、利用者の増加や一人当たり利用額の増加によ り、直近10年間で約２倍に増加していること
を持続可能な制度の観点から、対策が必要と考える。その際、日本の障害者関係の公的支出（対GDP比）がOECD諸国の中でも低
水準であるというデータもあることを踏まえて、障害者施策に財政を投入することの社会的意義や経済的効果についても議論する
必要がある。

○ 利用者負担割合は他のサービスと比べても僅少であり、利用者が負担増を感じにくく、供給サイドである事業所の増加に応じて
総費用額が増加しやす い構造があるなかで、「安かろう悪かろう」ではなく、サービスの質に敏感になるとともに、サービスの無駄を
なくして制度の持続可能性を確保してことが重要である。そのためには、サービスの外部評価の導入を検討する必要ある。

〇障害児支援に係る費用は急激に増加している。児童発達支援や放課後等デイサービスといった通所系サービスの事業所数（特
に営利法人が設置する事業所）は大幅に増加し、１事業所あたりの総費用も増加しており、収支差率は高い水準となっている。イン
クルージョンの観点から、放課後クラブ等一般施策の利用を含めて、費用の抑制にも取り組む必要がある。

○真に必要とされるサービスの提供と制度の持続可能性の両立の観点からは、医療的ケアの必要な児者や強度行動障害児者な
ど重度の障害者への支援の重点化等、予算の一層のメリハリをつける必要がある。

〇事業所の指定、提供する相談支援・サービスの質等に関して自治体の裁量及び権限を強化すべきと考 える。一方、それにより自
治体の取り組みに差が出てくることが懸念され、地方分権時代における国の関与をどのように構築していくかが問われている。
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点２ 人材の確保・育成・専門性向上及び業務の負担軽減・効率化
〇専門性の確保

相談支援専門員、サービス管理責任者・児童発達支援管理関責任者の専門性確保のため、研修時間・内容を充実させ、研修結果の評価を
導入する。

〇専門職配置の適切な評価

社会福祉士・精神保健福祉士等の専門資格を有する職員配置が制度上十分に評価されていない。 児童発達支援管理責任者・相談支
援専門員と同等の評価枠の創設や、専門的支援の対象資格とする。（アスペ・エルデの会）

〇福祉専門職の賃金改善

福祉分野の平均賃金は他職種に比べ著しく低く、人材確保の妨げとなっている。 将来的な担い手確保のためにも、他業種平均に近づけ
る（アスペ・エルデの会）

〇定員超過（125％）規制の見直し

125％の一律基準は実態と合わず、また「やむを得ない理由」の判断が自治体により大きく異なるため運営に支障が出ている。 1日の利
用人数基準の柔軟化および全国的に統一された基準を整備する。（アスペ・エルデの会）

〇保育所等訪問支援の併用の柔軟化

放課後等デイサービスや児童発達支援との併用が制度上難しく、利用者ニーズに対応しきれない状況がある。 併用しやすい制度設計
の見直しを行う。（アスペ・エルデの会）

〇指定権者への申請・届出の負担軽減

職員配置などの変更時に多くの書類提出が求められ、事務負担が非常に大きい。 オンラインによる申請・届出制度の導入（事務負担軽
減）（アスペ・エルデの会）

〇国保連請求の電子化

国保連への請求は現在も事務負担が大きく、事業所経営における大きな課題である。 国で請求しやすいシステムを整備するか、あるい
は民間請求システムの無料化や補助金制度の創設する。（アスペ・エルデの会）
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点３ 令和６年度報酬改定及び令和８年度報酬改定後における経営の状況、賃上げや物価等への対応状況

〇障害福祉分野においては、令和6年度報酬改定による処遇改善加算の拡充や、同年度補正予算による人材確保・職場環境改善
等にかかる補助などの支援施策が講じられ、人材確保のための処遇改善が図られてきた。しかし、現場においては、障害福祉サー
ビスを担う人材が圧倒的に不足している。全産業との賃金差が拡大し、他産業への人材流出が懸念されており、法人や事業所の経
営努力のみでの対応は困難であり、必要な人材を確保し質の高い支援を提供し続けていくためには、障害福祉人材の大幅な処遇
改善が必要である。

〇物価高騰に直面する障害者施設の負担軽減を目的として、地方自治体においては、「障害者施設等物価高騰緊急対策事業」等
の名目で支援金（補助金）を支給されている。厳しい財政状況を強いられている地方自治体にとっては支給が危ぶまれ、全国どこに
おいても公平なサービスを障害者が利用ができる観点から、国が関与及び調整する仕組みが必要と考える。
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点４ 各地域における、過不足のないサービス提供体制の確保

〇各地域において、サービスを過不足なく提供、維持するためには、 都道府県や市町村が作成する障害福祉計画・障害児福祉計
画の役割は大きい。地域のサービス需要の変化に応じ、サービスを計画的に提供していく仕組みであるが、十全に機能していると
は言い難い。都道府県や市町村の取組の中で、それぞ れの地域の実情に応じた広域化等の対応策が必要である。各地域におけ
る、過不足のないサービス提供体制の確保のためには、福祉計画を審議する都道府県や市町村の協議会を活性化していく必要が
ある。

〇都道府県や市町村の協議会の中には、発達障害支援部会を設置する自治体も多くなっている。各地域において、発達障害者へ
の過不足のないサービス提供体制の確保のためには、自治体の協議会の中での障害福祉計画の作成の実効性をパワーアップし
ていく。

〇地域に暮らす障害者が、住み慣れた地域で自立して暮らしていくためには、 その地域にいる高齢者、こども、生活困窮者など
様々な主体を含め、地域共生社会を推進 していくことが重要である。その際、様々な福祉に関わる人材が高齢者、障害者、こども、
生活困窮者などさまざまな分野で働けるよう、領域を超えて活動できるようにすべきである。まずは、ソーシャルワーク（相談支援）
の分野から、分野横断型の専門性の高いソーシャルワーカーの資格制度の創設と配置の検討からスタートしてはいかがか。
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点５ より質の高いサービスを提供していく上での課題及び対処方策、評価方法

○発達障害者支援法の改正 処遇改善加算の拡充として、障害福祉サービスの外部評価（質の評価及びフォロー）を導入する。

〇発達障害者支援法の改正 発達障害者支援センターに、発達障害者に係る専門職（社会福祉士・精神保健福祉士・公認心理師・作
業療法士・言語聴覚士等）を配置し、地域の中核的機能を確保する。

〇作業療法士（自立訓練（生活訓練）の「福祉専門職員配置等加算」における算定可能対象職種、「個別計画訓練支援加算(Ⅰ)、(Ⅱ)」
の算定要件である有資格者配置、および「個別訓練実施計画」の原案作成者の対象職種に作業療法士を追加。（日本作業療法士協
会）

〇就労移行支援、就労継続支援A型・B型、就労選択支援の福祉専門職員等配置加算に言語聴覚士を追加。（日本言語聴覚士協会）

〇時間のかかる専門的な検査・アセスメントの結果を個別支援計画の作成に反映する部分の評価が存在していないことで、質の高い
サービス提供ができていない。  検査・アセスメント実施加算の新設する。（日本言語聴覚士協会、アスペエルデの会）

〇また、その検査・アセスメントを行うリハビリ機能担当職員や心理担の配置も進んでいない。  専門職配置を推進するための配置加
算を強化する。（日本言語聴覚士協会）

〇現行の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算は「利用者の過半数が該当する」基準となっており、該当者が少ない事業所では、 専門
的支援が受けられない状況である。  視覚・聴覚言語障害は意思決定支援につながる重要な要因であり、専門家の配置を柔軟に行
えるようにすべき。（日本言語聴覚士協会）

〇児童発達支援における専門的支援実施加算の回数制限やエビデンスに基づかないプログラムの例示は、現場の負担感や支援効果
の低下を招く可能性がある。  回数制限の廃止とエビデンスに基づくプログラムに対する適切な評価（アスペ・エルデの会）

〇児童発達支援における個別支援サポート加算は、重度の障害児のみを対象としているが、その他の状態の障害児への支援負荷が
高い場合は考慮されていない。  個別支援サポート加算の対象拡大（アスペ・エルデの会）

〇相談支援専門員・サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者の制度見直し 研修の充実・評価により更新のための研修では
なく、定期的な研修受講を義務化し、 専門性を維持する制度への見直し。（アスペ・エルデの会）
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点６ 地域生活の支援や重度化・高齢化への対応、他制度との連携強化

〇障害者の重度化・高齢化や親なき後を見据え、緊急時の対応や地域移行の推進を担 う地域生活支援拠点等の機能の拡充を図
るため、情報連携等を担うコーディネーターの配置を評価する 加算も創設されたが、全国の障害者支援施設及び在宅おける高齢
化は着実に進んでおり、80・50問題とともに深刻な課題になっている。

〇強度行動障害によって共同生活援助など今まで使っていたサービスが使えなくなったり、新たにサービスを利用しようとしても利
用できない事例が多発しており、行政が責任をもって、次のサービスがみつかるまで責任をもって対応する仕組みが必要である。そ
のためには、協議会の活用と広域を含めた調整のための仕組みや活動の経費が確保される必要がある。

〇日本発達障害ネットワークは発達障害者支援法改正の検討の中で、高齢化への対応や強度行動障害への対応を法に規定する
ことを検討している。高齢化や強度行動障害など重度化した発達障害者の地域生活を考えた場合、住宅部局と連携して、感覚過敏
な人の住環境整備等が必要である。また、ライフステージを通した切れ目のない医療・保健・教育・労働・司法など関連部局等との
一層の連携が重要である。

〇グループホームの高齢化・重度化への対応として報酬改定重度障害者支援加算（強度行動障害者）の対象拡大、医療的ケアが
必要な人の支援の看護師配置加算の創設、強度行動障害者受け入れ促進のための体験利用加算の創設、日中サービス支援型を
含む基本報酬の見直し、夜間支援等体制加算の見直しで報酬のメリハリと夜間巡回職員を追加配置した場合の加算の創設等がな
されてきたが、更に、地域包括ケアを含め、地域で住み続けられるための報酬設定が必要である。

〇強度行動障害の人を受け入れるだけでなく、安定した暮らしの支援をしていくためには、職員の量と質の向上が重要である。正規
職員を配置し、必要であれば国家資格をもった専門職のチームで支援する体制が必要である。しかし、国家資格だけでは「発達障
害への専門性」は担保できないので、各職能団体の研修システムや資格の仕組みを考慮する必要がある。また、強度行動障害の
スコアーにより加算の評価の仕組みは不十分で、スコアーの改善とその根拠が示された記録で評価していく仕組みが必要である。

〇障害者が65歳以上になったら、介護保険制度のサービスを移行するためには、介護支援専門員と障害相談支援専門員の連携
が重要であり、その経費が算定されることが必要である。従来から障害福祉で利用してきたサービスの継続利用が必要な場合は障
害福祉サービスの利用が可能であるが、 高齢者だけでなく、障害児・者など多様な利用者が共に暮らし支え合うことで、お互いの暮
らしが豊かになる共生型サービスの拡充が推進されるべきである。
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令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

• 視点６ その他、その他各分野における様々な課題への対応方策

○5歳児健診において要支援となり、児童発達支援センターまたは事業所の利用が推奨されても支給決定に時間を要する場合が
ある。 児童が速やかに必要な支援を受けられるよう、みなし利用など運用の検討が必要である。 （日本作業療法士協会）

〇児童発達支援センター「中核機能強化加算」における中核機能強化職員の確保は、地方都市でのサービス提供を持続していくこ
とが難しい場合がある。  加算要件を「常勤専任」ではなく常勤換算とする柔軟な運用に変更（日本言語聴覚士協会）

〇家族支援加算は、子どもが外出困難な状況で事業所を利用できない場合は算定できないが、本来はこのような家族に必要なプ
ログラム（ペアレントプログラム・ペアレントトーレニング等）である。  単価の見直し含めて、必要なサービスにたどり着けない人が
無いように規定等を見直す。（アスペ・エルデの会）

〇不登校児を午前中から受け入れる事業所では高度な専門性が求められるが、現行加算では十分に評価されていない。  不登
校児支援に特化した新たな加算の創設、送迎加算や専門的支援加算の単価の引き上げ、放デイを利用している場合に学校と連携
を図る場合の出席扱い判断、登校につながった場合の加算等を検討する。（アスペ・エルデの会）

〇連携に関する加算は、主催した事業所のみが算定可能であり、学校・医療機関・相談支援事業所等他機関との連携が適切に評
価されていないため、「連携」が積極的に行われていない。  連携が、参加機関全体にメリットがある形に再度検討する。（アスペ・
エルデの会）
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※参考※ 生活訓練に作業療法士を配置した場合の加算新設ついて

資料

要 望

１）生活訓練に作業療法士を配置した場合の加算新設（または福祉専門職員配置等加算への職名追記）

２）生活訓練における個別計画訓練支援加算への作業療法士の職名記載

３）宿泊型自立訓練における精神障害者地域移行特別加算への作業療法士の職名記載

要望理由・課題

自立訓練のうち、「機能訓練」には理学療法士または作業療法士の配置が人員基準として明記されているが、入浴、排
泄及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練や生活等に関する相談及び助言その他の必要な
支援を行う「生活訓練」には療法士の人員配置基準がない。

・「生活訓練」の対象者は、入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行を図る上で、生活能力の維
持・向上などの支援が必要な者、と挙げられているように、対象者の生活機能を維持・向上させ、活動と参加に働きか
ける作業療法の機能と合致する。

・個別計画で作成することとなっている「応用的日常生活動作」「認知機能」「行動上の障害」について、作業療法士はそ
の専門性から評価および支援技術を有している。

・宿泊型自立訓練の精神障害者地域移行特別加算については、その支援の内容は下記とされており、作業療法士が
精神科医療機関において行っている内容とも合致する。

ア（略）本人、家族、精神科病院その他の関係者からの聞き取り等によるアセスメント及び地域生活に向けた自立訓練（生活訓
練）計画の作成

イ 精神科病院との日常的な連携（通院支援を含む）
ウ 対象利用者との定期及び随時の面談
エ 日中活動の選択、利用、定着のための支援
オ その他必要な支援

11



※参考※ 標就労移行支援、就労継続支援A型・B型、就労選択支援の福祉専門職員等配置加算に
言語聴覚士を追加することについて

資料

○ 福祉専門職員配置等加算は常勤で配置されている従業者等のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保
健福祉士または公認心理師である従業者の割合が100分の35以上であるものとして都道府県知事又は市町
村長に届け出た事業所が算定可能となっている。
○ 対象サービスは、児童発達支援、放課後等デイサービス、共同生活援助（グループホーム）、自立生活援
助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、療養介護、生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労
継続支援Ｂ型、就労選択支援があり、就労移行支援、就労継続支援援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労選
択支援では、対象職種に作業療法士が含まれる。

○就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型、就労選択支援の福祉専門職員等配置加算
に言語聴覚士を追加して頂きたい 。

○ 高次脳機能障害者支援法が施行され、失語症を含む高次脳機能障害者に対する就労支援体制強化
が望まれる中で、言語聴覚士の専門的アセスメントによる一見理解しがたい障害特性を正確に把握すること
は、適切かつ効果的な就労支援が必要となる。

現 状

課 題

要 望
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障害児通所支援の支援内容に関する調査研究」の報告では、『標準化された発達検査を自法人・事業所で実施し
ている』と答えた割合は全体の15％にとどまり、事業所では十分なアセスメントが行われていない。この状況は、

個々の子どもの発達特性の把握、個別支援計画の精度、支援効果の評価に大きなばらつきが生じる要因となって
いると考えられる。

厚生労働省「令和４年度 障害者総合福祉推進事業指定課題 １９ 障害児通所支援の支援内容に関する調査研究」P36

※参考※ 標準化された発達検査の実施状況について

標準化された発達検査の実施を推進することは、検査の質の向上が促され、支援の客観性と透明性が高まり、全
国的に均質な支援の提供に寄与すると考える。喫緊の課題である、専門職の確保、アセスメント時間の確保を解決
するためにも、検査・アセスメント実施に対する新たな加算の創設をする必要がある。

資料

13



出典：令和６年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査調査結果報告書

※参考※ 障害児通所支援における専門職等の配置状況について

資料
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区分 単位数（1日） 基本要件

イ（包括的支援
＋地域支援：常
勤専任1名以
上）

ロ（専門的発達
支援＋相談支
援：常勤専任1
名以上）

ハ（7職種の全
配置）

備考

中核機能強化
加算（Ⅰ）

55～155単位 必要 必要（必須） 必要（必須） 必要（必須）
イ・ロ・ハの全て
に適合

中核機能強化
加算（Ⅱ）

44～124単位 必要 必要（必須） 必要（必須） 不要
イ・ロの両方に
適合

中核機能強化
加算（Ⅲ）

22～62単位 必要
どちらか一方で
可

イまたはロいず
れか

不要
イまたはロ 1つ
で適合

イ：包括的支援・地域支援担当者（常勤専任1名以上）
「包括的な支援の推進」と「地域支援」を主として担う者
常勤専任で1名以上の加配が必要
対象資格：ハに掲げる専門職
要件：資格取得後5年以上、障害児通所支援等の業務に従事

ロ：専門的発達支援・相談支援担当者（常勤専任1名以上）
「専門的な発達支援」および「相談支援」を中心的に行う者
常勤専任で1名以上の加配が必要
対象資格：ハに掲げる専門職
要件：資格取得後5年以上、障害児通所支援等の業務に従事

ハ：7職種のすべてを配置し連携体制を構築
配置すべき7職種：理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護職員 心理担当職員 保育士（※） 児童指導員（※）
※保育士・児童指導員は、障害児通所支援または入所支援で3年以上の従事経験が要件
配置に関する補足：基準人員での配置も可 7職種のうち2職種までは「非・常勤換算」でも可

※参考※ ■中核機能強化加算の各要件の詳細

資料
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出典令和６年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 調査結果報告書 P296

※参考※ 人材確保の状況について

・特に地方部では「制度の要求」と「現実の人材供給」の乖離が考えられ、専門職（PT・OT・STなど）では一層深刻な状況
と考えられる。

そのため、中核機能強化加算（Ⅱ）
および（Ⅲ）においては、中核機能
強化職員は「常勤専任」ではなく、
常勤換算1.0で配置可能とする柔
軟な運用を認めていただきたい。

これにより、児童発達支援センター
の地域間格差の是正、事業所の持
続的な運営、専門支援の担い手の
確保に資するとともに、制度の趣旨
である「地域の支援力の底上げ」に
も直結すると考えられる。

資料
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（参考資料）

（１） １（１） JASPER（幼児期あそプロ）による効果について

〇JASPERとは、おもちゃを用いた遊びを通して、共同注意，象徴遊び，相互的な関わりと感情調整につ
いて学ぶことで，ASDの中核的障害である社会性の改善をめざすプログラムである。

・黒田美保, 井澗知美, 浜田恵, 稲田尚子, 辻󠄀井正次, & 須藤幸恵. (2022). JASPER が日本の自閉スペクトラム症幼児におよぼ
す効果の予備的検討. 帝京大学心理学紀要, (26), 1-11.
・黒田美保, 稲田尚子, 浜田恵, 須藤幸恵, & 丹羽菜月. (2021). JASPER に基づく早期介入が自閉スペクトラム症幼児の言語発
達におよぼす効果─ 1 事例の予備的検討を通して─. 帝京大学心理学紀要, (25), 1-20.

JASPERの実施実績 （アスペ・エルデの会が運営する児童発達支援（3か所））

対象児童 各事業所を利用する児童（0歳～6歳）

基本的な実施頻度 ひとり 1セッション20分×週2回×4週＝８回/月

実施している職員 支援スタッフ全員が実施できるように取り組んでいる

所有している資格 保育士、公認心理師、作業療法士、社会福祉士、精神保健福祉士、教員免許状等

その他
・新卒職員も実施している。
・主担当と副担当の2人体制で実施しており、体験的に職員もスキルと獲得している。
・JASPERを開始するにあたって、TASPとSPACEによるアセスメントを実施している。

当会事業所で見ら
れた子どもの変化

・家庭でも喋らなかった児童が、家庭でも保護者と会話ができるようになった。
・一人遊びしかしなかったが、職員や他児にも関わりを求めるようになった。
・遊び方が多様になった。
・保護者は不安により表情も暗かったが、笑顔が出るようになり、実施の様子の映像と職員の説
明から子どもとの関わりも積極的に学んでいる。

・TASPやSPACE、 Vineland-Ⅱ適応行動尺度や新版K式発達検査の結果がプラスに変化した。

※TASPやSAPRIは保育所等訪問で使用することで保育所等の職員（保育士、教員）と連携が図りやすくなっている。
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（参考資料）

（２） １（３） 家族支援加算の改善について

・ ペアレントプログラムにおいて、グループによる実施の効果として、子育ての仕方の改善や保護者の抑うつ傾向
の改善がみられる。そのため、保護者がこうしたプログラムに参加しやすい機会の確保が必要である。

田中尚樹, 長谷川洋輔, & 辻井正次. (2025). ペアレント・プログラムの全国多機関での実施による保護者への
効果検証.小児の精神と神経, 65(3), 227-238.
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